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　　標準産業分類　中分類

※本制度における評価は、特定事業者の工場・事業

場におけるエネルギーの使用状況等に基づいた評価で

あり、必ずしも各業種におけるエネルギー使用状況等

を反映したものとは限りません。

特定事業者

番号

主たる事業所

の所在地
事業者等名 2020年度ベンチマーク達成によるS評価分野

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

85 社会保険・社会福祉・介護事業 4031 東京都 社会福祉法人　聖風会 ☆ ☆ ☆ ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 8211 北海道 社会福祉法人　幸清会 ☆ ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 10431 東京都 一般財団法人　日本老人福祉財団 ☆ ☆ ☆ ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 13531 東京都 株式会社ニチイケアパレス ☆ ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 18231 新潟県 社会福祉法人　長岡三古老人福祉会  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 25511 北海道 社会福祉法人札幌慈啓会 ☆ ☆ ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 32511 北海道 社会福祉法人　クピド・フェア ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 37831 長野県 社会福祉法人敬老園  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 40511 北海道 社会福祉法人　北海道療育園 ☆ ☆ ☆ ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 46971 徳島県 社会福祉法人　平成記念会  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 47141 愛知県 社会福祉法人恩賜財団愛知県同胞援護会 ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 48331 静岡県 社会福祉法人 天竜厚生会 ☆ ☆ ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 52461 鳥取県 社会福祉法人　こうほうえん ☆ ☆ ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 54621 青森県 医療法人仁泉会 ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 57061 岡山県 社会福祉法人旭川荘 ☆ ☆ ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 62061 広島県 社会福祉法人　三篠会 ☆ ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 65041 愛知県 社会福祉法人サン・ビジョン ☆ ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 141731 東京都 全国土木建築国民健康保険組合 ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 142831 東京都 ＳＵＢＡＲＵ健康保険組合 ☆ ☆ ☆ ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 178431 東京都 警察共済組合 ☆ ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 186031 新潟県 医療法人　愛広会 ☆ ☆ ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 200531 新潟県 社会福祉法人　長岡福祉協会 ☆ ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 235751 大阪府 パナソニックエイジフリー株式会社  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 310131 新潟県 社会福祉法人愛宕福祉会 ☆ ☆ ☆ ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 314331 東京都 地方職員共済組合 ☆ ☆ ☆ ☆ 8 ホテル業　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 393331 千葉県 株式会社　川島コーポレーション ☆ ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 396031 東京都 株式会社ニチイ学館 ☆ ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 440731 東京都 東京都職員共済組合 ☆ ☆ ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 442331 東京都 日本私立学校振興・共済事業団 ☆ ☆ ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 526831 東京都 国家公務員共済組合連合会  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 598531 東京都 社会保険診療報酬支払基金 ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 626231 東京都 株式会社ユニマット　リタイアメント・コミュニティ☆ ☆ ☆ ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 629131 東京都 日本年金機構 ☆ ☆  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 674431 東京都 ケアパートナー株式会社  　 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 709931 東京都 ＳＯＭＰＯケア株式会社  　 

省エネ評価

工場・事業場における省エネ法定期報告（2020年度提出分（2019年度実績））

に基づく事業者クラス分け評価の結果

本資料について

・事業者クラス分け評価制度は、総合資源エネルギー調査会省エネルギー小委員会の取りまとめ（2015年8月28日）に沿って、省エネ優良事業者を公表することで事業者に自らの省エネ取組状況の客観的な認識を促すこと

を目的として実施しているものです。

総合資源エネルギー調査会省エネルギー小委員会の取りまとめ（2015年8月28日）

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/shoene_shinene/sho_ene/report_01.html

・本資料は、エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）第15条第1項に基づいて2019年度に提出された工場・事業場におけるエネルギー使用状況等に関する定期報告書について、2020年3月末時点で評価

を行った結果を示したものです。

・事業者クラス分け評価制度では、評価の結果として、以下①②のいずれかを満たす事業者を省エネ優良事業者（Sクラス）としています。

①定期報告書特定－第４表の記載に基づき、エネルギーの使用に係る原単位（エネルギー消費原単位）又は電気需要平準化原単位の５年度間平均原単位変化が１％以上の低減であること

②定期報告書特定－第６表の記載に基づき、ベンチマーク指標が目指すべき水準を達成していること

・「省エネ評価」の欄は、事業者をSクラスと評価する場合に限り、「☆」を記載をするものです。

・「ベンチマーク達成分野」の欄は、省エネ法ベンチマーク制度の対象となる事業者が上記②を満たす場合に限り、その達成した分野名を記載をするものです。なお、分類方法の違いにより、ベンチマーク制度の対象分類と産業標

準分類（中分類）は一致しません。

本資料について

・事業者クラス分け評価制度は、総合資源エネルギー調査会省エネルギー小委員会の取りまとめ（2015年8月28日）に沿って、省エネ優良事業者を公表することで事業者に自らの省エネ取組状況の客観的な認識を促すこと

を目的として実施しているものです。

総合資源エネルギー調査会省エネルギー小委員会の取りまとめ（2015年8月28日）

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/20150828_report.html

・本資料は、エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）第15条第1項に基づいて2020年度に提出された2019年度実績の工場・事業場におけるエネルギー使用状況等に関する定期報告書について、2021年3

月末時点で評価を行った結果を示したものであり、今後追加を行います。

・事業者クラス分け評価制度では、評価の結果として、以下①②のいずれかを満たす事業者を省エネ優良事業者（Sクラス）としています。

①定期報告書特定－第４表の記載に基づき、エネルギーの使用に係る原単位（エネルギー消費原単位）又は電気需要平準化原単位の５年度間平均原単位変化が１％以上の低減であること

②定期報告書特定－第６表の記載に基づき、ベンチマーク指標が目指すべき水準を達成しており、達成事業におけるエネルギーの使用量の割合が50%以上であること

・「省エネ評価」の欄は、事業者をSクラスと評価する場合に限り、「☆」を記載をするものです。

・「2020年度ベンチマーク達成によるS評価分野」の欄は、省エネ法ベンチマーク制度の対象となる事業者が上記②を満たす場合に限り、その達成した分野名を記載をするものです。なお、分類方法の違いにより、ベンチマーク制度

の対象分類と産業標準分類（中分類）は一致しません。


